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０．実施体制
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主な役割氏名 役職 資格等所属等
調整・監修佐藤 武 理事⻑ マンション管理⼠特定非営利活動法⼈

マンションサポートネット
全体進⾏

アンケート分析
堀井文子 副理事⻑ マンション管理⼠

構成・レポート策定丸山 肇 マンション管理⼠

⻑期修繕計画策定
策定結果分析
レポート作成

中川雅⺒ ⼀級建築⼠
小池康弘 ⼀級建築⼠
岡⽥良子 ⼀級建築⼠

設備全般
アドバイザリー

⿊⽥末隆 建築設備⼠

全体監修鈴⽊克彦 教授 マンション学会会⻑京都橘大学
データ及び

分析レポートの策定
鈴⽊裕隆 分譲マンション管理⽀援係⻑
武⽥あゆみ

京都市 都市計画局
住宅室 住宅政策課



１．事業の目的
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１．管理組合の意志で決定・選択することが可能なうちに、管理組合
内での将来ビジョンの議論をスタートさせるべく、そのきっかけを⻑期修繕
計画に織り込むことを目的とする

２．具体的には、築30年以上などの⼀定の経年に達したマンションの
⻑期修繕計画の⾒直し等において、“解体除却”を織り込み、他の方
法論も含めた検討開始を促すことを目的とする

３．解体除却という終焉の提示は、現在の建物が存続し続けることを
前提とした修繕時期や資⾦計画を示した⻑期修繕計画とは根本的に
異なる要件となるため、“将来ビジョンの検討計画”と定義し直し、本研
究においてモデル化することを目的とする



２．京都市の分譲マンション
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令和元・2年に実施したマンション実態調査時点で1,925件・
111,801⼾となっている。このうち、築30年以上のマンションは679件
（全体の約35％）であるが、10年後には1,129件となり、新築の⾒
込みを含めても、全体の半数以上が築30年以上の「⾼経年マンショ
ン」となるものと⾒込まれる。
京都市では、これまでの都市計画・建築・景観規制等の⾒直しに

よって⾼さ制限や日影規制などを⾏ってきた影響もあり、市内分譲マン
ションの平均住⼾数は小規模なものが多く、平均⼾数は58⼾（⾸都
圏77⼾、近畿圏62⼾）であり、住⼾数50⼾以下の小規模マンショ
ンが1,236件と全体の6割を占めている。
京都市住宅マスタープランでは、管理不全の可能性があるマンション

として「要⽀援マンション」の定義を⾏い、建物に深刻な劣化症状があ
るなど管理不全状態の可能性があるマンションを位置付けた。



３．事業の内容
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“解体除却”を織り込んだ⻑期修繕計画を作成するマンションの選定に
あたって、京都市の「中心区」「周辺区」の地域性のバリエーションに加
え「要⽀援」にあたるマンションも加え３つのパターンのマンションを対象と
することとした。

要⽀援周辺区中心区選定パターン
1974年1976年1984年築年
50年48年40年年数

住⼾27⼾
店舗1⼾

住⼾23⼾
店舗6⼾

住⼾28⼾⼾数

6階6階6階階⾼
RC造RC造RC造構造
旧耐震

未耐震診断
旧耐震

未耐震診断
新耐震耐震基準

約1,700㎡約1,550㎡約2,800㎡延床面積



４．建物解体費を組み⼊れた⻑期修繕計画について
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「中心区」の某マンション
修繕積⽴⾦の過不⾜主な修繕工事築年数⻄暦

約76万円不⾜第2回大規模修繕工事40年目2024年
約674万円不⾜給排⽔設備・電気設備更新45年目2029年

約12,485万円不⾜第3回大規模修繕工事55年目2039年
約14,671万円不⾜第4回大規模修繕工事70年目2054年
土地価格＞解体費解体除却、敷地売却90年目2074年

解体時は、解体費よりも土地の売却費が明らかに上回ると想定される
ため、解体費の積⽴⾦は不要と考えられる。



４．建物解体費を組み⼊れた⻑期修繕計画について
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「周辺区」の某マンション

解体時は、土地の売却費が解体費をやや上回ることが想定されるが、
その状況が継続するかは不確実であるため、数年ごとに検証する必要
がある。

修繕積⽴⾦の過不⾜主な修繕工事築年数⻄暦
繰越⾦は225万円受⽔槽、ポンプ室の更新工事

エレベーター更新工事
49年目2024年

約3,355万円不⾜給排⽔設備更新50年目2025年
約4,534万円不⾜第4回大規模修繕工事

アルミサッシカバ-工法更新工事
61年目2036年

土地価格≧解体費解体除却、敷地売却81年目2056年



４．建物解体費を組み⼊れた⻑期修繕計画について
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「要⽀援」の某マンション

解体時は、土地の売却価格が解体費を下回ると想定されるため、
2038年からの20年間は建物を維持するための維持積⽴⾦として、
月額150円/㎡程度確保するとともに、解体積⽴⾦が必要になると
考えられる。

修繕積⽴⾦の過不⾜主な修繕工事築年数⻄暦
約500万円繰越第3回大規模修繕工事50年目2023年
約600万円繰越屋上防⽔工事52年目2025年
約790万円不⾜エレベーター更新工事54年目2027年
約7,600万円不⾜⽞関ドア、アルミサッシ更新工事、

給排⽔設備更新工事
55年目2028年

約7,940万円不⾜第4回大規模修繕工事65年目2038年
土地価格＜解体費解体除却、敷地売却85年目2058年



５．⻑期修繕計画の承認に向けて
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いつかは解体しなければならないと管理組合員が理解したとしても、
解体に⾄るまで必要になる修繕等の資⾦の確保、すなわち修繕積⽴
⾦の値上げ等の必要性を納得して受け⼊れなければならない。

しかし、区分所有者それぞれの経済的な事情などもあり、実⾏に移す
のは容易なことではない。

この解体を視野に⼊れた⻑期修繕計画を今の管理組合員に理解・
共有してもらい、それを引き継ぐ者に伝える、すなわち“共有のつなぎ”が
最も重要といえる。

概ね５年ごとに⻑期修繕計画、もしくは解体を組み⼊れた⾒直しを
⾏い、管理組合全体での議論を経て「⾒直した⻑期修繕計画」を承
認するなど、これらがルーティン化されなければならないものと考える。



６．まとめ（今後の課題）
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①今回の計画策定はモデル的な内容であり、“将来ビジョン検討計
画”として実効化していくためには、管理組合や区分所有者との意
⾒交換を積み重ね、区分所有者間で共有化していく必要がある。

②終焉を決定した後の弊害として、これまで進められてきた維持管理
の停滞やマンションへの愛着心の低下といった懸念事項が発⽣する
恐れが十分にある。こうした事態を想定し、未然に防止していくため
の対策も求められる。

③解体・除却のための工事費が多額となり、積⽴⾦では賄えないマン
ションでは、必要な合意が確保できず、事業が実施できない事態と
なるため、⾏政や⾦融機関による⽀援策が求められる。



さ い ご に
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本調査にご協⼒いただきました３マンションの管理組合の方々、
京都市都市計画局/住宅室住宅政策課の方々、

関係者の皆様に改めて御礼申し上げます。


